
全県いっせい宣伝　演説原稿例
５月１６日　日本共産党長野県委員会
みなさん、こんにちは。日本共産党です。ただいまからこの場所をお借りして、日本共産党の街頭演説をおこないます。
みなさん、すでに報道されているように、自民党・安倍総理大臣は、安保法制懇の報告書を受けて、本日、集団的自衛権の行使へ政府方針を示しました。
みなさん、集団的自衛権は、自分の国が攻撃されていなくても他国の戦争に参戦し、海外での武力行使に道を開くものです。これは、日本を「戦争する国」につくり変える暴走です。
安倍総理大臣は、「行使の範囲を限定する」と言っていますが、海外で戦争をしてはならないという歯止めをはずされたら、そのときの政権の判断で範囲は無限定に広がります。また、いろいろ具体的なシミュレーションを並べ「備えがなくていいのか」といいますが、どれも現実にはおこりえない架空のものばかりではないでしょうか。
安保法制懇が発表した報告書は、「必要最低限度」のものに限定するかのように述べていますが、どのような場合に集団的自衛権を発動するかは、「政府が総合的に勘案しつつ、責任をもって判断すべき」とされ、時の政権の判断によって海外での武力行使ができるものとなっています。これでは憲法の歯止めが外されてしまうことになるのではないでしょうか。
５月１４日付の信濃毎日新聞も社説で、報告書を出した安保法制懇は、「もともと、行使容認派で固められている」こと、また、集団的自衛権の行使を認めれば、「憲法９条は歯止めとしての意味を失う」ことを指摘し、「自国が攻撃を受けていないのに反撃するのは争いを呼び込むことになる」と警鐘を鳴らしています。
みなさん、安倍政権が数の力で押し切ろうとしても、憲法を守ろうという一点で、立場や考え方の違いを超えた共同が急速に広がっています。
ＮＨＫの世論調査でも、憲法９条の改訂について、「必要ない」が、一年前は２９・９％で、「必要がある」が３３・１％でした。ところが、一年たった今年の４月、これがまったく逆転し、「必要はない」が３８・４％に急増し、「必要がある」は２３・１％に激減しています。憲法９条を守ろうという世論が多数になっています。
４月２９日、長野市で開かれた「憲法を守り生かす県民大集会」は、県下各地から、会場いっぱいの２４００人が参加し、成功しました。記念講演にたった、元日本弁護士連合会の会長の宇都宮健児さんは、「私たちは微力だが、無力ではない。微力も集まれば、政治を動かす大きな力になる」とお訴えになりました。
みなさん、今こそ集団的自衛権の行使反対、平和憲法を守ろうという声を上げようではありませんか。行動を起こそうではありませんか。日本共産党は、みなさんと力を合わせてがんばります。
　みなさん、長野県政はどうでしょうか。安倍政権が戦争賛美を押し付ける教育委員会制度の改悪を、阿部知事も推進しています。阿部知事は、教育委員会の独立性・自主性を無視して、予算の権限のある首長が教育の責任と全権限を持つべきという意見書を全国知事会に提案し、知事会として意見書をあげさせました。「教育委員会の独立性と自主性をあくまで尊重すべきだとの申し入れに対しても、「私は金をだして、教育には口を出すなということですか」と居直っています。安倍政権も安倍政権なら、阿部県政も阿部県政です。
最後に、平和と憲法を守る「しんぶん赤旗」の購読をお願いいたします。毎日お届けする日刊紙は月３４９７円、毎週お届けする日曜版は、月８２３円です。以上を持ちまして、訴えを終わらせていただきます。ありがとうございました。
※あくまで演説例です。参考にして、それぞれの言葉で自由
かったつに訴えてください。
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